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日本年金機構中期目標 

 

 日本年金機構法（平成１９年法律第１０９号）第３３条第１項の規定に基づ

き、日本年金機構が達成すべき業務運営に関する目標（以下「中期目標」とい

う。）を次のように定める。 

 

平成２６年２月２８日 

平成２８年２月２９日変更 

厚生労働大臣 田村 憲久 

 

前文 

日本年金機構は、かつての社会保険庁が起こした様々な問題により、公的年

金の業務運営に対する国民の不信を招き、その結果、新たな年金業務の担い手

として設立された法人である。したがって、日本年金機構になって生まれ変わ

った、サービスが良くなったと国民から評価される組織とならなければならな

い。 

日本年金機構は、これまで、年金の業務運営に対する国民の信頼回復という

重責を果たすため、年金記録問題への対応に全力を注いできたが、第２期中期

目標においては、年金記録問題の解決に向けて引き続き必要な対応を行ってい

くとともに、日本年金機構の基幹業務である、公的年金の適用、徴収、給付、

記録管理、相談等の各業務を、正確、確実かつ迅速に行い、国民にとって真に

喜ばれる、質の高い業務運営に取り組むことを求める。 

具体的には、従来からの懸案事項である国民年金保険料の収納対策や厚生年

金保険・健康保険の適用となる可能性のある事業所（適用調査対象事業所）の

的確な把握及び適用促進に力を注ぐとともに、年金記録の正確な管理の徹底や

事務処理誤りの要因分析等を行い、間違いのない正確な年金の給付に努めるこ

ととされたい。 

また、年金業務に対する国民の信頼回復という観点から、正確な事務処理と

併せて、国民の視点に立ったサービスの向上が求められており、これまでも出

来る限り国民のニーズに応えるべく、様々な取組を行ってきたが、今後も国民

の声を幅広く聴き、着実にサービス向上につなげるよう、取り組まれたい。 

さらに、中期目標期間中に実施が予定されている様々な年金制度改正に円滑

かつ確実に対応するほか、国民の公的年金制度に対する正しい理解を促進させ

るため、地域、企業、教育の場等における制度の周知、情報提供にも努められ

たい。 
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そのためには、日本年金機構の設立当時には想定されていなかった制度改正

等による業務の増加に対応するための体制の整備は重要であり、既存業務の合

理化・効率化を図りつつ、各業務の実施に取り組まれたい。 

平成２７年６月に明らかとなった不正アクセスによる情報流出事案により、

約１２５万件もの個人情報が流出したことは、国民の年金制度に対する信頼を

損なうものであり、極めて遺憾である。 

本事案については、同年８月に「不正アクセスによる情報流出事案に関する

調査結果報告」（日本年金機構 不正アクセスによる情報流出事案に関する調

査委員会）、「日本年金機構における個人情報流出事案に関する原因究明調査結

果」（サイバーセキュリティ戦略本部）及び「検証報告書」（日本年金機構にお

ける不正アクセスによる情報流出事案検証委員会）が公表され、本事案が発生

した基本的要因の根底には、日本年金機構における情報セキュリティ体制やガ

バナンスの脆弱さ、組織としての一体感の不足、リーダーシップの不足、ルー

ルの不徹底などの構造的な問題があったということが指摘されている。 

これらの報告書等を踏まえ、「情報セキュリティ強化等に向けた組織・業務

改革」（平成２７年９月 厚生労働省）では、今回の事案の主な反省点として、

「情報セキュリティの重要性に関する意識の欠如」、「組織的な危機管理対応の

欠如」、「組織横断的、有機的な連携の欠如」があったと総括し、再発防止策を

着実に推進していくことを求めている。 

さらに、同年９月２５日には、機構に対して、特に「内部統制システムの有

効性確保」、「情報公開の推進」、「個人情報の保護」について、大幅な改善が必

要であるとし、日本年金機構法第４９条第１項に基づき、業務改善命令が行わ

れ、これを受けて、同年１２月９日には、業務改善計画が厚生労働大臣に提出

されたところである。 

日本年金機構においては、国民の信頼を回復するため、役職員が一丸となっ

て、上記の報告書等における指摘や業務改善命令を真摯に受け止め、「内部統

制システムの有効性確保」、「情報公開の推進」、「個人情報の保護」等の改革を

進めることによって、組織の再生を図り、今般の情報流出のような事案の再発

防止に万全を期されたい。 

また、公的年金の制度設計と業務運営は正に両輪の関係であり、公的年金の

制度設計に関しても、日本年金機構は業務運営を担う立場として、その改善点

等について積極的に提案を行うことを期待するとともに、厚生労働省と緊密な

意思疎通を図り、共同して業務に取り組むことを望む。 

最後に、日本年金機構は公的年金事業という国民にとって極めて重要な業務

を担っていることにかんがみ、職員一人ひとりが使命感と誇りを持って職務に

全力で取り組むよう望む。 
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第１ 中期目標の期間 

○ 日本年金機構の中期目標期間は、平成２６年４月１日から平成３１年３月

３１日までの５年とする。 

 

第２ 提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

１．政府管掌年金事業の円滑な実施 

（１）国民年金の適用促進及び保険料収納対策 

○ 国民年金の適用を促進すること。 

○ 国民年金保険料については、現在の納付率はなお低水準にとどまってお

り、速やかな引き上げが求められる。このため、収納対策について、以下

の目標達成を図ること。 

・最終納付率について、現年度納付率からの伸び率を従来以上に確保す

る。 

・現年度納付率については、毎事業年度、数値目標や具体的なスケジュ

ールを定めた行動計画に基づき、効果的・効率的に推進し、前年実績

を上回るよう努める。 

○ このため、保険料納付のメリットについて理解を深めることなどによっ

て自ら進んで納付する者を増やすとともに、負担能力の無い者に対しては

確実に免除・猶予を適用することとした上で、さらなる強制徴収の強化に

取り組むこと。 

○ なお、適用促進及び収納対策の推進に当たっては、法定受託事務を担当

する市区町村をはじめ、関係機関や事業主との協力・連携に十分留意する

こと。 

 

（２）厚生年金保険・健康保険等の適用促進及び保険料徴収対策 

○ 厚生年金保険・健康保険等の適用促進については、毎事業年度、数値目

標や具体的なスケジュールを定めた行動計画に基づき、効果的・効率的に

推進すること。特に、法人登記簿情報その他の情報の活用により把握した

適用調査対象事業所に対する加入指導等に、集中的に取り組むこと。 

○ 厚生年金保険・健康保険等の保険料徴収対策については、毎事業年度、

数値目標や具体的なスケジュールを定めた行動計画に基づき、効果的・効

率的に推進し、収納の確保を図ること。また、口座振替実施率及び厚生年

金保険等の収納率については、毎事業年度の収納率が前事業年度の当該率

と同等以上の水準の確保に努めること。 
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（３）年金給付事務 

○ 年金給付事務について所要日数や正確性に関する目標を定め、当該目標

の達成に向け、年金給付の迅速な決定及び正確な給付に努めること。 

○ 年金給付関係の事務処理誤りが依然として発生している状況を踏まえ、

要因分析を十分に行い、再発防止に向けた取組と正確な事務に努めること。 

○ 申請忘れ、申請漏れの方を極力少なくするための実効ある取組を進める

こと。 

 

（４）年金記録の正確な管理と年金記録問題の再発防止 

○ 国民からの年金記録に関する申出等に速やかに対応できるように、事務

処理体制を確保しつつ、必要な対応を適切に行うこと。 

○ 記録問題の再発防止及び年金記録の正確な管理の徹底等のため、以下の

事項について取り組むこと。 

・ねんきん定期便や「ねんきんネット」により、年金個人情報を提供し、

自身による年金記録の確認を促進すること。特に、「ねんきんネット」

については、その利用促進を図りつつ、機能の一層の充実に努めること。 

・基礎年金番号の重複付番の解消及び新規発生の防止に努めること。 

・入力誤りを防止するため、市区町村や事業所からの届出等の電子（媒体） 

化を促進し、効率的で正確性の高い事務処理を推進すること。 

・厚生年金基金の記録と国の記録の不一致を防止するため、国の情報を定 

期的に厚生年金基金に提供すること。 

 

（５）事務処理の正確性の確保 

○ 事務処理の正確性を確保するため、事務処理誤りの未然防止や再発防止

の取組を推進すること。 

 

（６）年金相談、情報提供等 

○ 制度改正に対応しつつ、国民が利用しやすく、効率的な相談体制の整備、

国民の視点に立った懇切丁寧な対応や来所相談における適正な待ち時間、

電話相談における適正な応答率の確保に努めること。 

○ 市区町村や社会保険労務士会との連携強化を図り、年金相談の充実に努

めること。 

○ 公的年金事業に関する国民の理解と信頼を確保するため、分かりやすく

効果的な情報提供を行うこと。また、ねんきんネットサービス等により、

年金個人情報の提供の充実を図ること。 

○ 公的年金制度に対する理解の促進を図るため、地域、企業、教育の場等
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における制度の周知、情報提供に努めること。また、年金委員の活用や社

会保険労務士会、市区町村等と連携し、年金制度に関する情報提供に努め

ること。 

 

（７）国民サービスの向上 

○ 国民の声を的確に把握・分析・公表し、その内容を業務運営に反映させ、

国民サービスの向上に努めること。また、国民の声を直接伺う年金事務所

の意見をサービス改善に反映させること。 

○ サービス改善の取組状況を客観的に評価するための顧客満足度調査や

覆面調査などを実施し、その結果を分かりやすく国民にお知らせすること。

また、顧客満足度を示す指標を設定し、サービス改善に努めること。 

 

（８）ＩＣＴ化の推進 

○ 国民の利便性の向上と事務の効率化を図るとともに、事務の正確性を確

保するため、ＩＣＴ（情報通信技術）を活用し、以下の事項について取り

組むこと。 

・電子（媒体）申請の利用の促進 

・「ねんきんネット」等のＩＣＴを活用した届書作成支援及び年金記録等

の情報提供の推進 

・社会保障・税番号制度（マイナンバー）の施行による情報提供ネットワ

ークを活用した取組の推進 

 

２．年金制度改正等への対応 

○ 予定されている年金制度改正や社会保障・税番号制度（マイナンバー）

導入について、必要な体制を整備し、円滑かつ確実に実施すること。 

 

第３ 業務運営の効率化に関する事項 

 １．業務運営の効率化 

（１）効率的な業務運営体制 

○ 常に業務手順の点検等を行い、業務の合理化・効率化を図るとともに、

標準化を進めること。 

〇 国民の声や年金事務所等の職員の意見をサービスや業務の改善に反映

させるよう具体的な取組を行うこと。 

○ 届出入力等の事務について、都道府県域を越えた広域集約化に向けた事

務処理体制の検討を行うとともに、年金事務所の利便性等を踏まえた適正

な配置の観点から、必要に応じ、再配置の実施を検討すること。 
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（２）運営経費の抑制等 

○ 人員体制については、「日本年金機構の当面の業務運営に関する基本計

画」（平成２０年７月２９日閣議決定）（以下「基本計画」という。）に基

づき、合理化・効率化を進めること。 

その際、併せて、中期目標期間中に実施が予定されている年金制度改正

等のうち、基本計画策定時には想定されていなかった新たな業務について

は、不断の合理化・効率化に努めつつ、当該業務を着実に実施できる体制

とすること。 

なお、人件費については、国家公務員の給与水準の動向や社会一般の情

勢も踏まえ、効率化を進めること。 

○ 中期目標期間の最後の事業年度において、平成２５年度と比べて一般管

理費（人件費、介護保険料徴収等に係る義務的な経費及び特殊要因により

増減する経費を除く。）は１５％程度、業務経費（年金記録問題対策経費、

受給者に送付する源泉徴収票送付等に係る義務的な経費及び特殊要因に

より増減する経費を除く。）は５％程度の額の節減を目指し、業務の効率

化を進めること。 

 

（３）外部委託の推進 

○ 基本計画に基づき、外部委託を推進するとともに、委託業務の品質の維

持・向上を図ること。 

 

（４）契約の競争性・透明性の確保等 

○ 契約の性質に応じた適正かつ合理的な契約方法の活用、調達案件の厳正

な審査・点検の実施等により、契約の競争性・透明性の確保及びコスト削

減に努めること。 

 

２．社会保険オンラインシステムの運用・開発、見直し 

○ 社会保険オンラインシステムについて、ＩＴガバナンスの確立に取り組

むこと。また、現行システムの適切かつ確実な運用、制度改正や業務改善

に対応した開発に取り組むこと。 

○ 「公的年金業務の業務・システム最適化計画（平成２３年３月厚生労働

省）」の基本的な理念に沿って、社会保険オンラインシステムの見直しに

取り組むこと。 
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第４ 業務運営における公正性及び透明性の確保その他業務運営に関する重要

事項 

（１）内部統制システムの有効性の確保 

○ ガバナンス・組織風土を含む内部統制システムについて、組織の意思決

定が正しく行われ、また、決定された事項が組織の隅々にまで正確かつ迅

速に伝わり、着実に実行されることを徹底するよう、組織の一体化や内部

統制の有効性を確実に確保する観点から、改革すること。 

○ 縦割りを排除し、本部と現場が一体となり、現場実態を踏まえた適切な

意思決定システムを確立するとともに、国民のニーズをとらえた機能集約

等を図ることで、効率的・機能的な業務執行体制を再構築すること。この

観点から、常勤役員会の設置、ブロック本部の本部への統合、年金事務所

の機能集約及び事務センターの業務集約等の組織改革を進めること。 

○ 業務効率化・合理化や、現場実態を踏まえたルール遵守の仕組みづくり

など、業務改革を進めること。 

○ コンプライアンス確保やリスクの未然・再発防止を重視し、問題事案の

発生原因の検証や内部監査機能の充実・改善を図るなど内部統制の仕組み

が有効に機能するための取組を推進すること。 

○ 国民からの申請書類など重要文書として指定するものは永年保存する

など文書の原本管理・保管を徹底すること。また、保存文書の効率的活用

のため、電子データ化を含め、適正に管理・保管すること。 

 

（２）人事及び人材の育成 

○ 職員が希望とやりがいをもって、モチベーションを高く保ち、組織一体

となって業務に取り組める人事を実現するとともに、国民のために努力す

る職員を高く評価し、リーダーシップや専門性の高い職員を養成すること

で、国民の年金を確実に守る人材を育成すること。 

○ 正規職員採用や幹部職員人事を本部で一括して行い、組織の一体感の醸

成に努めること。正規職員については、全国異動を基本とするキャリアパ

ターンの確立を進めること。 

○ 能力・実績本位の人材登用を進めること。 

○ 組織目標に掲げられた事項への取組成果を適正に評価できる、厳正で明

確な人事評価制度の運用を図ること。また、必要な制度改善を図ること。 

○ 公的年金業務を担う職員としての自覚を持ち、職員一人ひとりがそれぞ

れの役割に応じた能力を備えた人材の育成を図るとともに、職員の専門性

を向上させるための研修・教育の充実を図ること。 
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（３）情報公開の推進 

○ 透明性を確保し、国民に安心いただける組織づくりのため、情報開示体

制を見直すとともに、日本年金機構の内部及び厚生労働省との間の情報共

有を強化すること。 

○ 業務運営の状況や報酬をはじめとする役員に関する情報等を、国民の視

点に立って、年次報告書（アニュアルレポート）その他の分かりやすい方

法で広く公開すること。 

○ 不適正事案や事務処理誤りなどの事案について、事案の重要性等に応じ、

速やかに公表するとともに、定期的に発生状況等を情報提供すること。 

 

（４）個人情報の保護 

○ 職員に対し、個人情報保護の重要性についての徹底を図ること。 

○ 情報セキュリティについて、国民の年金を最優先に守る観点から、標的

型攻撃を含むサイバー攻撃に対応し、個人情報を保護できるよう、組織面、

技術面、業務運営面など全般的に見直し、抜本的かつ迅速に強化すること

により、個人情報の保護に万全を期すこと。 


